
様式第12－６（日本産業規格Ａ列４番）

国土交通大臣　殿

〇 年 〇 月 〇 第

に係る補助対象事業の完了実績について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第

179 号 ）第 １ ４ 条の規定によ り 、別紙のとおり報告します 。

Ｆ Ａ Ｘ 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇

令和３年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金

（経営改善支援事業（デジタル化等））事業完了実績報告書（タクシー）

令和 日付け 関自旅二 〇 〇 号をもって補助金の交付決定通知のありました標記補助金

代 表 者 代表取締役　　○○　〇〇

担 当 者 〇〇　〇〇

電 話 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇

第 号

令和〇年〇月〇日

住 所 〇〇県○○市○○町１－２

氏 名 又 は 名 称 ○○タクシー株式会社

記載例

交付決定通知書の右上の日付 交付決定通知書の右上の番号

-
四角形

-
線

-
四角形

-
線



様式第12－６ 別紙

○○タクシー株式会社

(単位：円)

･
･
･

計 1,525,000円 762,000円 1,425,000円 100,000円 712,000円
（添付書類）

(1) 補助対象事業が完了したことを確認するに足りる書類

・請求書、領収書等の写し（※交付申請時と比較して補助対象経費に変更がない場合でも添付すること）※感染症拡大防止対策事業の場合は、設備導入算出基礎資料

・購入したものがわかる写真

(2) 補助対象経費等に変更がある場合は、その理由について別に記載した書類等を添付する。

(3) その他申請に必要な書類

3

12,000円 25,000円 0円 12,000円2

経営改善支援事業
（公共交通のデジタル
化・システム化に要す
る費用並びにデジタル
化・システム化のため
の技術研修及び調査等
に要する費用）

公共交通のデジタル
化・システム化等事
業

・デジタル化・システム化等のための研修 25,000円

750,000円 1,400,000円 100,000円 700,000円
交付決定前に既に導入

済
1

経営改善支援事業
（公共交通のデジタル
化・システム化に要す
る費用並びにデジタル
化・システム化のため
の技術研修及び調査等
に要する費用）

公共交通のデジタル
化・システム化等事
業

・配車アプリ（新規設備等導入or利用料）
・クレジット決済機器（〃）
・ＱＲ決済機器（〃）
・交通系ＩＣ決済機器（〃）
・乗務日報自動作成ソフト（〃）
・配車システム（〃）
・輸送実績報告書等帳票自動作成システム（〃）
・その他業務のデジタル化・システム化（〃）

1,500,000円

令和3年度:地域公共交通確保維持改善事業費補助金（経営改善支援事業（デジタル化等））事業完了実績表（タクシー）
補助対象事業者名

補助対象事業の種別
(補助対象経費の区分)

補助対象事業の名称 補助対象設備 補助対象経費 補助金額 実施額 差額 補助金未受領額 備考

各運輸局から交付された交付

決定通知書に記載の「補助対

象経費」と「補助金額」を記載
請求書・領収書等に記

載のある設備導入費用

等の総額（税抜き）を記

載

「補助対象経費」と「実施額」と

の差額を記載

記載例

交付決定前に既に購入された

場合のみ記載

①補助対象経費＜＝実施額の場合

補助金未受領額＝補助金額

②補助対象経費＞実施額の場合

補助金未受領額＝定額＋（実施額－定額）／２

※実施額が定額を下回る場合、実施額を補助金未受領額とすること

※補助金未受領額は、交付決定された補助金額の範囲内とすること

項目のいずれか（複数

ある場合は該当するも

のすべて）を記載



N0 種別

1 設備導入

2 利用料

3 利用料

4

5

6

7

8

9

10

計

設備・サービス導入　算出基礎資料

補助対象事業者名 ○○タクシー株式会社

会社名（メーカー） 書類種別
購入物の商品名
又はサービス名

購入時期 単価 数量 補助対象経費（円：税抜き） 備考

Mot 請求書 配車アプリ - - - 15,000円

〇〇（株） 見積書 クレジット決済機器 R4.10.1 1,000円 10 10,000円

： ：

1,000円 10 25,000円

1,000,000円 750,000円 25

内示額（円） 定額（円） 補助金額（千円）

記載例



N0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

計

研修費用　算出基礎資料

補助対象事業者名 ○○タクシー株式会社

会社名 書類種別 研修の概要 受講時期 単価 数量 補助対象経費（円：税抜き） 備考

〇〇（株） 見積書 ユニバーサルドライバー研修 R4.10.1 5,000円 5 25,000円

内示額（円） 補助金額（千円）

100,000円 12

5,000円 5 25,000円

記載例



 

様式第１２－９（日本産業規格Ａ列４番） 

 

第      号 

令和 年 月 日 

支出官 

国土交通省大臣官房会計課長 殿 

 

住    所 東京都○○市○○町１－２  

氏名又は名称 ○○株式会社 

代 表 者 氏 名 ○ ○ ○ ○ 

責 任 者 氏 名 ○ ○ ○ ○ 

担 当 者 氏 名 ○ ○ ○ ○ 

連 絡 先  ０１２－３４－５６７８ 

 

 

 

令和３年度地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

（経営改善支援事業）支払請求書 

 

 

 令和  年  月  日付け国自旅第   号で補助金の額の確定のあった標記補助金について、下

記のとおり補助金の支払いを請求します。 

 

記 

 

１．補 助 金 額    金              円 

 

２．受  取  人    住所  ○○県○○市○○１２３ 

（口座名義）    氏名 ○
まる

○
まる

バ
ば

ス
す

 株
かぶ

式
しき

会
がい

社
しゃ

 代
だい

表
ひょう

取
とり

締
しまり

役
やく

 ○
まる

○
まる

 ○
まる

○
まる

  

 

３．振込先金融機関    △△銀行○○支店
さんかくさんかくぎんこうまるまるしてん

 

  及び支店名 

 

４．預 金 種 別    普通 

 

５．口 座 番 号    １２３４５６ 

 

 

※金融機関名及び口座名義にふりがなを入れること。 

日付けは空欄にしてください。 

空欄でお願いします。 

空欄でお願いします。 

金額は、空欄でお願いします。 

ふりがなを振ることに注

意してください。 

① ふりがなを振ることに注意してください。 

② 支店名まで記入してください。 

③ 三菱東京UFJ銀行→三菱UFJ銀行になっている

か確認願います 

記 載 例 



（金額は税抜き金額）
令和3年12月 令和4年1月 令和4年2月 令和4年3月 令和4年4月 令和4年5月 令和4年6月 令和4年7月 令和4年8月 令和4年9月 令和4年10月 令和4年11月 令和4年12月 令和5年1月 合計

No1 0
No2 0
No3 0
No4 0
No5 0
No6 0

記載例（請求書まとめ）



（７）様式第１２－９

（６）設備導入の場合、

導入した設備の写真

（５）領収書等

（順番は（４）と同様）

（４）請求書等

（順番は次ページのとおり）

（３）②研修費用

算出基礎資料

（３）①設備・サービス導入

算出基礎資料

（２）　様式第１２－６別紙

（１）　様式第１２－６

（書面が横向きの場合（例：様式第１２－６別紙））

様式第１２－６別紙

様
式
第
１
２
－
６
別
紙

＜提出書類の順番＞

様式第12－６ 別紙

(単位：円)

･
･
･

計 0円 0円 0円 0円 0円
（添付書類）

(1) 補助対象事業が完了したことを確認するに足りる書類

・請求書、領収書等の写し（※交付申請時と比較して補助対象経費に変更がない場合でも添付すること）※感染症拡大防止対策事業の場合は、設備導入算出基礎資料

・購入したものがわかる写真

(2) 補助対象経費等に変更がある場合は、その理由について別に記載した書類等を添付する。

(3) その他申請に必要な書類

3

2

1

経営改善支援事業
（公共交通のデジタル
化・システム化に要する

費用並びにデジタル化・

システム化のための技術
研修及び調査等に要する

費用）

公共交通のデジタル化・

システム化等事業

令和3年度:地域公共交通確保維持改善事業費補助金（経営改善支援事業（デジタル化等））事業完了実績表（タクシー）
補助対象事業者名

補助対象事業の種別

(補助対象経費の区分)
補助対象事業の名称 補助対象設備 補助対象経費 補助金額 備考補助金未受領額実施額 差額

様
式

第
12
－

６
 別

紙

(単
位
：

円
)

･ ･ ･ 計
0
円

0
円

0
円

0
円

0
円

（
添

付
書

類
）

(
1
)

補
助

対
象

事
業

が
完

了
し

た
こ

と
を

確
認

す
る

に
足

り
る

書
類

・
請

求
書

、
領

収
書

等
の

写
し

（
※

交
付

申
請

時
と

比
較

し
て

補
助

対
象

経
費

に
変

更
が

な
い

場
合
で

も
添

付
す

る
こ

と
）

※
感

染
症

拡
大

防
止

対
策

事
業

の
場

合
は

、
設

備
導
入

算
出

基
礎

資
料

・
購

入
し

た
も

の
が

わ
か

る
写

真

(
2
)

補
助

対
象

経
費

等
に

変
更

が
あ

る
場

合
は

、
そ

の
理

由
に

つ
い

て
別

に
記

載
し

た
書

類
等
を

添
付

す
る

。

(
3
)

そ
の

他
申

請
に

必
要

な
書

類

321

経
営

改
善

支
援

事
業

（
公

共
交

通
の

デ
ジ

タ
ル

化
・

シ
ス

テ
ム

化
に

要
す

る

費
用

並
び

に
デ

ジ
タ

ル
化

・
シ

ス
テ

ム
化

の
た

め
の

技
術

研
修

及
び

調
査

等
に

要
す

る

費
用

）

公
共

交
通

の
デ

ジ
タ

ル
化

・

シ
ス

テ
ム

化
等

事
業令
和
3
年
度

:地
域
公

共
交
通

確
保

維
持
改

善
事
業

費
補

助
金
（

経
営

改
善
支

援
事

業
（
デ

ジ
タ

ル
化
等

）
）

事
業
完

了
実

績
表
（

タ
ク
シ

ー
）

補
助

対
象

事
業

者
名

補
助

対
象

事
業

の
種

別
(補

助
対

象
経

費
の

区
分

)
補

助
対

象
事

業
の
名
称

補
助

対
象

設
備

補
助

対
象

経
費

補
助

金
額

備
考

補
助

金
未

受
領

額
実

施
額

差
額

左側に９０度回転



請求書（令和４年３月分）

請求書（令和４年２月分）

請求書（令和４年１月分）

請求書（令和３年１２月分）

請求書（まとめ）

請求書（令和４年４月分）

請求書（令和４年３月分）

請求書（令和４年２月分）

請求書（令和４年１月分）

請求書（令和３年１２月分）

＜（４）の順番例＞

算出基礎資料
No1

算出基礎資料

No２


